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研究要旨 
昨今の厳しい医療財源の中、医療の無駄の排除が求められており、その中で、患者の飲み忘れや
思い違いによる残薬発生やその対応の遅れ等が指摘されており、医療の質の向上だけではなく、医
療の効率化のためにも、その解消が求められている。最近では、政府においても中央社会保険医療
協議会（中医協）などで残薬の解消に向けた対策の必要性が指摘されている。そこで、本研究では、
我が国の医療における残薬の現状について、薬局・医療機関調査、患者調査等の様々な文献や地区
薬剤会での調査を踏まえ、その額や量、残薬に関する効果的な取組み等を明らかにするとともに、
残薬を解消に向けた方策について検討を行った。 

 具体的には、我が国の医療保険制度における残薬の状況や残薬解消に向けた取り組みについて文
献調査を行い、実態が分かる内容の文献について、残薬量や残薬額等について整理を行った。さら
に、論文発表まで至っていない最新の取り組みとして、昨年度からの厚生労働省の予算事業である
「薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業」の中での、飲み残しや飲み忘れ防止対策、高齢
者服薬支援、残薬回収や残薬ゼロへの取組み等に関して、情報収集及び整理を行い、最近の先駆的
な取り組みを行っている薬局等における残薬対応の効果や影響、業務負荷等を明らかにするととも
に、財政効果の試算等について情報収集を行った。 

また、これらの情報に加え、地区薬剤師会等の関係者や有識者の協力のもと、残薬に関する先駆
的な取組みについて、滋賀県薬剤師会、福岡市薬剤師会、鹿児島県薬剤師会からヒアリング調査を
行った。 

これらの調査結果を踏まえ、今後のかかりつけ薬剤師・薬局等において必要と考えられる残薬対
応について、その着手等に求められる準備や取り組み等について検討を行った。  
 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

昨今の厳しい医療財源の中、医療の無駄の排

除が求められており、その中で、患者の飲み忘

れや思い違いによる残薬やその対応の遅れ等

が指摘され、医療の質の向上だけではなく、医

療の効率化のためにも、その解消が求められて

いる。最近では、政府においても中央社会保険

医療協議会（中医協）などで残薬の解消に向け

た対策の必要性が指摘されている。 

残薬問題については、これまでにも、「後期

高齢者の服薬における問題と薬剤師の在宅患

者訪問薬剤管理指導ならびに居宅療養管理指

導の効果に関する調査研究」を日本薬剤師会が

平成 19 年度の厚生労働科学研究として実施し

たことがあった。しかし、その後の医療に関す

る状況は、社会保障と税の一体改革等の検討が

進む中で、地域包括ケアシステムの推進、在宅

医療の推進等により、地域医療を取り巻く状況

が大きく変化し、薬剤師が在宅医療に参画する

機会、患者宅で残薬を発見し服薬支援を行うケ

ースが増え、また、各地域の薬剤師会等で取り
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組んでいる残薬に関する実態調査活動も増え

つつある。特に、昨年度からの厚生労働省の予

算事業である「薬局・薬剤師を活用した健康情

報拠点推進事業」の中で、飲み残しや飲み忘れ

防止対策、高齢者服薬支援、残薬回収や残薬ゼ

ロへの取組み等を積極的に実施しているとこ

ろである。 

また、病院においても、平成 24 年度から導

入された薬剤師の病棟薬剤業務実施加算によ

り、入院の際に患者の持参薬に関するチェック

を行うところも増えてきているところである。 

このような状況がある一方で、現状の実態を

踏まえた残薬の課題に関する調査研究が乏し

い中、本研究は、残薬に関する個別事例を網羅

的かつ統合的に整理しその効果等に関する調

査研究を行い、残薬の最近の実態及びその取組

みに関する先駆的活動等を取りまとめ、これか

らの医療に必要な薬剤師業務の質の向上及び

効率化を図ることとした。 

そこで本研究では、我が国の医療における残

薬の現状について、薬局・医療機関調査、患者

調査などの様々な文献を踏まえ、残薬に関する

実態がわかる内容の文献、さらに、直近の地区

薬剤師会での先駆的取組みについて、その残薬

量や残薬額、残薬対策への取組みの意義や残薬

対応の効果等を明らかにするとともに、残薬を

解消するための方策について検討を行った。 

これらの調査結果から、残薬対応に向けた必

要な準備や取り組み等について、今後の処方箋

変更やかかりつけ薬剤師・薬局における必要な

対応等について検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

まず、我が国の医療保険制度における残薬の

状況について、残薬に関する実態調査の実施等

が行われた文献において、残薬の額、量、原因

等を明らかにするための整理を行った。また、

残薬を解消する取り組みについても調査を行

い、財政効果等の解明を行った。 

また、文献収集の困難な最新の取組みといえ

る「薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進

事業」に関して、例えば、飲み残しや飲み忘れ

防止等の高齢者・要介護者に対する服薬管理

（秋田）、残薬整理バック（茨城）、高齢者の

薬の飲み残し対策事業（埼玉）、高齢者の服薬

支援・介護（新潟）、残薬対策のモデル事業（長

野）、残薬対策（滋賀）、ブラウンバッグ運動

（残薬実態把握・特定健診受診勧奨等）（京都）、

残薬回収（和歌山）、高齢者・要介護者に対す

る服薬管理（山口）、飲み残しゼロ作戦（高知）、

残薬ゼロへの取組み（佐賀）、ブラウンバッグ

（熊本）、残薬バッグ（大分）、「おくすり整

理そうだんバッグ」を用いた残薬整理の定着・

住民説明会（鹿児島）、残薬回収（沖縄）等の

取組みについて、厚生労働省及び（公社）日本

薬剤師会等の協力を得て情報収集を行い、文献

調査と併せて、残薬の額や量等について情報収

集を行った。 

さらに、これらの残薬の情報や調査等の結果

をもとに、論文や報告書等では十分に情報収集

できていない残薬解消に向けた取り組みにつ

いての着手のきっかけや今後の課題等につい

て、「薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推

進事業」において、積極的な取組みを実施した

滋賀県薬剤師会、また、全国に先駆けて地区薬

剤師会として残薬への取組みを実施した福岡

市薬剤師会や鹿児島県薬剤師会に訪問調査を

行い、情報収集及び意見交換等通じて、今後の

残薬解消のための課題等を検討した。 

 

Ｃ．結果 

１．文献調査等の結果 



国内文献調査として、医中誌 web で『残薬』

をキーワードに検索し、ヒットした全 236 

文献（平成 27 年 7 月現在）の文献について

収集を行い、内容の確認を行った。 

なお、本検索では、原著論文に限らず、学

会発表録や総説等、医中誌 web 中の文献を広

く調査対象としている。 

（１）実態調査の行われているもの 

実態調査（個別調査を含む）の実施がおこ

なわれていると判断された文献は 117 文献

であった。この 117 文献は、１例の個別患者

調査から 5千名を超える患者調査や、調査数

が不明なもの、処方箋枚数の調査など多様な

実態調査が実施されていた。多くの調査は薬

剤師が実施したものであったが、わずかなが

ら医師や看護師の調査報告、海外の事例も含

まれていた。 

（２）残薬量記載のあるもの 

（１）の 117 件のうち、残薬量の記載のあ

る文献は 54 件であった。この 54 件の残薬量

の指標（単位）については、錠数のものもあ

れば、日数記載や残薬ありの患者数や％での

記載など多岐に及んでいた。 

（３）残薬額記載のあるもの 

（１）の 117 件のうち、残薬額の記載のあ

る文献は 20 件であった。調査した人数や件

数に差があった。代表的なものとしては以下

のものが挙げられる。 

①1,300 件の調査を実施し、残薬は

14,362 円／月・１店舗、 

②31 薬局を 2.5 ヶ月調査し、残薬は 84

万円、 

③約 5,500 名の患者を調査して、残薬は

850 万円、などの様々な結果が得られてい

たが、少数規模の調査でも数万円の残薬は

確認されていた。 

 （４）残薬推計額記載のあるもの 

  （１）の 117 文献のうち、残薬推計額の記

載のある文献は 8文献であった。推計額と

しては、100 億円から 3,300 億円までの幅

があった。なお、残薬推計額は文献中記載

を条件としているため、同じデータから推

計されたと思われるものでも別々の文献

は分けてカウントしている。 

    

２．薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進

事業の状況（残薬関係） 

  文献調査だけでは収集の困難な残薬に関

する最新の情報として、「薬局・薬剤師を活

用した健康情報拠点推進事業」報告があるこ

とから、この中で残薬に関係する内容につい

て、厚生労働省及び（公社）日本薬剤師会の

協力を得て収集を行った。 

  その結果、残薬推計額の記載のある報告  

1 件、残薬実態調査を行い残薬額の記載のあ

る報告 8件が挙げられた。 

１件の残薬推計額については、約 8,700

億円であった。 

また、残薬額の 8 件については、60 名の

高齢者患者を調査し残薬約 30 万というもの

から、約 1,600 件を調査して残薬約 400 万円

というものまであった。8件中 5件は百万円

を超える残薬額となっていた。 

 なお、１．文献調査等の結果及び２．薬局・

薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業の

状況（残薬関係）の調査結果については、中

間報告として別添資料１のとおり、厚生労働

省に提出し、平成 27 年 11 月 6日の中央社会

保険医療協議会資料１）として公表を行った。 

 

３．地区薬剤師会への調査 

 残薬に関する先駆区的な取り組みを行って



いる都道府県薬剤師会や地区薬剤師会がいく

つかあるが、その中で、今回、滋賀県薬剤師会、

福岡市薬剤師会、鹿児島県薬剤師会における残

薬解消に向けた取り組みについて調査を行い、

残薬の取り組みに関する詳しい情報収集及び

意見交換等を実施した。その概要は次のとおり。 

（１）（一社）滋賀県薬剤師会（別添資料２） 

 ①残薬に関する取り組みの概要 

  平成 26 年 12 月〜平成 27 年 2 月末「薬局・

薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業の

モデル事業」の一環として、薬剤師の介入に

よる残薬及び薬剤費削減効果の検証及び残

薬を生ずる患者の薬局へのニーズ調査を、県

内 507 薬局で「お薬持参袋」を配布して実施

した。 

  調査参加薬局は 91 薬局で、県薬剤師会が

構築した「残薬管理システム」での回答は

56 薬局、FAX での回答は 35 薬局であった。   

  集積したデータから残薬額(平成 27 年 2

月 28 日薬価ベース)を計算した結果、残薬持

参者は 537 人、残薬確認額総計は 2,518,983

円、年代は 70 代以上が 84.6%であった。持

参者の内訳は、本人 220 名(62.9%)、家族 55

名(15.7%)、残薬確認額は、本人持参の場合

は 3,714.7 円/人に対し、家族持参の場合は

9,765.2 円/人であった。また、在宅患者で

の介護看護職による場合は 1,628.1 円/人、

薬剤師による場合は 5,207.5 円/人であった。

残薬の理由は、「本人だけでは薬の管理が困

難」が 38.7％で一番多かった。持参時の相

談内容は、処方日数等の調整が 37.4％、廃

棄希望が 20.0％であった。確認後の薬剤師

の対応は1,255件(対応総額1,677,278.0円)

あり、残薬の再利用 453 件(569,932.6 円)、

疑義照会後の日数調整302件(440,700.2円)、

廃棄 310 件(394,770.8 円)であった。 

 ②残薬調査実施時の留意点 

i. 確認者の違いによる残薬確認額の差  

  在宅患者での残薬確認では、確認者が介護

看護職の場合と薬剤師の場合とでは確認総

額に 3.2 倍の開きがあった。このことから薬

剤師が専門的知識を以て確認することでよ

り多くの残薬を発見できることが示唆され

た。 

ii. 残薬確認作業に要する時間 

  残薬確認作業は 1 時間程度かかる場合も

あり、継続的に残薬調査を行うには薬剤師の

負担が大きい。しかし、一度残薬を整理すれ

ばその後の負担は軽くなり、薬のゲートキー

パーを薬剤師が務めるには大切な業務であ

る。残薬確認作業の時間短縮には、滋賀県の

一部病院と薬局が実施している「事前契約の

もと薬局薬剤師が日数や剤形を調整するシ

ステム」等を検討していく必要がある。 

 ③残薬取り組みの効果等 

  残薬調査の結果、薬剤師の介入で残薬の

74%が有効活用された。また、廃棄された医

薬品総額は 394,700.8 円で、確認された残薬

薬価総額の 23.5％を占めた。このことから、

薬剤師の介入は、残薬を削減するだけでなく、

薬学的知見に基づき適正に残薬を廃棄する

ことで医薬品の不適正使用を未然に防ぐこ

とになり、安全面での意義も大きい。また、

残薬確認作業を通じて患者・家族・介護看護

職の薬剤師業務に関する理解が図られただ

けでなく、薬局薬剤師にとっても自己の職能

を認識する機会となった。 

 ④今後の課題 

i. 「残薬確認システム」の活用 

  残薬調査には、（一社）滋賀県薬剤師会で

独自に構築した「残薬管理システム」が利用

された。本システムは、会営薬局で在庫管理



に使用している「医療用品共有システム」を

改変したもので、データ入力が簡便で、継続

的なデータ収集とデータの管理、データの分

析が可能である。しかし、集積データから残

薬額を計算するには、薬価改定毎に価格修正

するなど維持管理が難しく、現在は卸会社に

業務委託している。薬剤師会としては、今後

も本システムの利用を普及させ、残薬確認業

務を推進する予定である。 

ii. 薬剤師業務に対する他医療職の理解 

患者や医療看護職に薬剤師業務を理解し

てもらい、「薬の相談は薬局薬剤師に」とい

う流れにしていくためには、薬剤師自身が自

己の職能を自覚し、堂々と対価を請求するこ

とが大切である。そのためにも、薬剤師によ

る残薬確認が薬の有効利用だけでなく、治療

効果の向上、医療資源削減に有用であること

を示していく必要がある。また、行政や他の

医療職への意見や見解の土台にするために、

残薬数・金額・傾向の分析を行い発表してい

く必要がある。特に、薬剤師の介入で残薬が

減った患者においては、薬剤師が行った業務

に関するデータを集積していくことで、僅か

な残薬ならば薬剤師の判断で調整できるよ

うな方向にしていきたい。 

 

（２）（一社）福岡市薬剤師会 2）（別添資料

３） 

  福岡市薬剤師会では、薬局・薬剤師によっ

て残薬調整ができることを広報啓発するた

めに、平成 24 年から節薬バックという目に

見えるアイテムを活用することにより残薬

調整運動を開始した。 

①福岡市薬剤師会による取組の特徴 

福岡市薬剤師会では、まず患者個人及び社

会的な関心が高い医療費の観点からの残薬

調整運動についてデータの収集及び解析を

行うこととした。他の地域の薬剤師会の取組

と同様に患者の残薬を整理し、その残薬に関

する情報をデータ化するには労力と時間が

かかる。そこで、九州大学と連携して研究を

行うことにした。 

九州大学との連携により、今回の取組が単

なるデータ収集で終わることなく、科学的な

エビデンスとして情報発信が可能となって

いる。具体的には、大学・薬剤師会における

倫理審査委員会を経ることでデータ収集の

際の患者の個人情報の取り扱いについて学

術誌への投稿上問題がなくなった。また、収

集データの解析を薬剤師会から独立した九

州大学で実施することにより、データの客観

性が高まったと考えられる。 

大学等の研究機関との連携により、データ

の信頼性の向上のみならず、研究としての拡

がりが生まれている。残薬調整の最終目標は、

服薬アドヒアランスの向上に伴う患者の健

康の保持増進である。福岡市薬剤師会と九州

大学では、これらを指標として薬局・薬剤師

の介入の影響について前向きの調査研究を

既に進めている。 

②残薬調整（節薬バック）運動の概要 

  平成２４年度のトライアルは、1,600 枚の

節薬バックを配布し、平成 24 年６月下旬か

ら同年８月末に福岡市内の 31 薬局から 252

件のデータを回収した。結果は、残薬の総額

が約 84 万円であり、それらの残薬の約 84％

が有効活用可能であった。 

  トライアルの結果を踏まえ、平成 25 年度

では、参加薬局が 127 薬局となり 1,367 件の

データを平成25年２月から平成26年１月に

回収した。結果、全処方薬剤費約 1,659 万円

のうち約 350 万円（約２割）の薬剤費が削減



できた。 

③残薬調整（節薬バック）運動に対する患者

及び医師の意識調査 

薬剤師の視点から残薬調整は、患者に喜ば

れている（大変喜ばれた 17.8％、喜ばれた

48.9％；計 66.7％）と受け止められている。

患者は、経済的な負担の軽減を評価していた。

また、薬剤師は、服薬指導に変化が生じてい

ることを感じている。なお、多くの処方医は、

残薬調整に伴う疑義照会に対して快く了解

（52 名中 35 名）いただいていた。一方、疑

義照会が増え、診療に支障をきたしたが 52

名中４名であった。 

④残薬調整（節薬バック）運動の課題と今後

について 

初めて残薬を薬局に持参する患者では、多

種多様及び大量の医薬品の整理にあたる場

合があり、定期的な調整とは異なるなんらか

の薬局・薬剤師のインセンティブが必要なの

かもしれない。特に患者情報が少ない場合に

は、残薬調整にさらなる負担がかかる可能性

が高いことから、残薬調整は、かかりつけ薬

剤師・薬局が実施することが効率的であると

思われる。 

残薬整理にかかる作業時間は１件当たり

平均約 20 分であり、常にデータをとり続け

ることは現実的ではない。また、このような

データ収集に際しては、薬局・薬剤師だけで

なく、患者や医師のこのような取組に対する

理解が必要である。本運動については、市内

でよく読まれる新聞や雑誌に大きく取り上

げられ、広報が進んでいる。このような広報

戦略は、これから残薬調整をさらに推進して

いこうとする地域薬剤師会の参考になると

思われる。 

福岡市では、残薬調整に伴う疑義照会に対

して医師会も了解しており、医師と薬剤師の

連携が図られているように見受けられる。例

えば、残薬調整を行うことにより、処方医は

長期投薬加算が得られなくなる場合もあり、

極端な例ではその日の処方せんが破棄にな

ることもある。したがって、残薬整理には、

医師と薬剤師の連携が不可欠である。 

残薬調整（節薬バック）運動を積極的に行

っている薬局において担当者の経験から残

薬が発生する要因は、患者によって様々であ

ることが分かる。残薬が発生する要因を患者

から聞き出し、対処法を主治医と共に考え、

提案できることがこれからの薬局薬剤師に

求められる資質や能力になると考えられる。 

 

（３）（公社）鹿児島県薬剤師会 3)（別添資料

４） 

 鹿児島県薬剤師会は、平成 23 年から、多職

種とのかかわりの中で、他職種から薬剤師に関

する要望として、残薬に関する相談の内容が多

かったことをきっかけに取り組みを始めた。当

初、残薬対応の費用対効果について基礎データ

として収集に努めたが、主眼は薬局への残薬に

関する相談業務であり、おくすり整理そうだん

バッグの『そうだん』の標記にはこだわりを持

って取り組んでいる。 

 （公社）鹿児島県薬剤師会では、このそうだ

んバッグを患者に渡して、薬を預かり、預かり

証を患者に出した後、薬局では残薬のチェック

を行うとともに、処方医へフィードバッグする

流れをとっている。この際に、患者の情報入力

の平仄を一定にすることや、残薬の薬価データ

の収集に加え、次回処方希望日数の欄まで作成

する緻密な表の作成が可能となる様、残薬に取

り組みしやすいソフト開発を行った。このソフ

トにより、処方日数への情報提供ができること



で、連携している医師からも利用しやすい旨の

感想もいただいているとのこと。このソフトは、

鹿 児島 県薬 剤師 会の ホー ムペ ージで

『ZanyakuDB』として無料ダウンロードできる。

しかし、薬価改定や新医薬品の追加等によるデ

ータベースの更新や維持管理に費用が嵩むた

め、このままの維持管理は難しい状況である。 

 ① 残薬の状況について 

  残薬の状況についてはこれまで平成 24 年

度に１回、平成 25 年度に２回、平成 26 年度

に２回、平成 27 年度に２回の調査を鹿児島

県下で実施しており、総残薬件数（平成 26

年第１回で 657 件が平成 27 年第１回で 540

件に）、残薬金額(平成 26 年第１回で 2,186

千円が平成 27 年第１回で 1,785 千円に)、１

薬局あたりの残薬額（平成 25 年第２回

11,536円が平成27年度第2回で10,145円）

であった。 

② おくすり整理そうだんバッグの効果等

について 

  残薬が医療費の削減に効果を与えること

のみならず、残薬調整後の変化として、薬剤

師に相談しやすくなり、今後も薬剤師に相談

したいという患者も多くなった。また、患者

自身が無駄を意識するようになったや、残薬

調整の対応を行ったことで不安や心配がな

くなった等の感想もあった。  

③ 今後の課題 

残薬のお薬整理そうだんバッグを薬局で

活用するだけでなく、患者が入院する際の病

院との連携（薬薬連携）にもつなげていくよ

う検討している。具体的には、入院時持参薬

について、入院前にかかりつけ薬局でチェッ

クを行うことや、退院時の患者の薬に関する

情報の共有である。 

また、認知症の患者等で繰り返し残薬対応

をする場合の対処方法等もしっかり考えて

いかなければならない。 

 

Ｄ．考察 

残薬の文献数が 236 文献ある一方で、実態調

査は 117 文献、残薬量は 54 文献、残薬額は 20

文献、残薬の推計額は 8文献となっており、残

薬についての詳細なデータを収集している文

献は少なかった。また、残薬に先駆的に取り組

んでいた地区薬剤会からの意見等からも、残薬

に関するデータ収集については、例えば一包化

された場合の残薬の名称や量についての整理、

さらにその薬価を調べデータ化しようとする

と、その作業はかなり手間がかかるものであっ

た。したがって、実際に残薬の詳細なデータ収

集を行う際には、利便性あるソフトの開発やア

カデミアとの連携が必要であるといえる。 

一方で、残薬の薬剤師活動や職能について見

える化を実施しようとする場合、残薬の量や額

のデータ化は医療経済への貢献等を明確にす

る上で有効であり、今後、さらにその調査の実

施方法や結果等について、論文発表等による積

極的な公表やデータの蓄積を図るべきである

と考えられる。 

また、残薬の取組みについては、残薬につい

ての視点のみで、その再利用に力を入れること

だけでは薬剤師職能を発揮したとは言い難い。

残薬の相談を通じて、残薬が発生する原因とそ

の対策についてしっかりと調査検討を行うと

ともに、残薬相談を契機として、患者が薬剤師

に相談しやすい環境作りを行うよう留意して

いくことが重要である。 

今後は、残薬の確認と整理のみならず、残薬

対応をきっかけとした服薬指導の充実や地域

のチーム医療での薬物療法に関する情報提供

等の貢献に発展させていくことが重要である。



特に、平成 28 年 4 月の診療報酬改定では処方

箋に残薬確認欄が設けられ、処方医が処方箋を

記載する際に残薬確認欄の(□医療機関へ疑義

照会した上で調剤 □医療機関へ情報提供)に

チェックを入れ、薬局で調剤時に残薬が確認さ

れた際の対応を事前に指示することになって

いる。このチェック様式を有効に活用するため

には、処方医が残薬確認欄の意義を理解し、加

えて、処方医と調剤する薬剤師が残薬に対する

認識を共有することが前提と考えられること

から、チーム医療における情報の共有等が益々

重要になるといえる。 

さらに、滋賀県薬剤師会のデータにあったと

おり、残薬対応の効果は、薬剤師と介護看護者

で確認総額に 3.2 倍の差がみられる点からも、

今後、他職種と連携の下、薬剤師が残薬対応を

実施することで、医療費の削減効果は高まると

ともに、薬物療法の適正化の観点からも望まし

い対応であると考えられる。 

また、（公社）鹿児島県薬剤師会では、継続

的に残薬調査を実施することで、残薬量や残薬

額の減少傾向にある感触は得られているとの

意見はあったものの、実際の調査では、残薬を

有する患者がまだ多く、リピートして残薬調整

を行うケースは少ないといった状況で、明確に

残薬量や残薬額の減少傾向のデータとはなっ

ていないことから、今後さらなるデータ収集や

分析が望まれる。 

 

Ｅ．結論 

残薬に関する対応（残薬整理、残薬の活用、

残薬が発生する原因の究明及びその対策の実

施、薬に関する患者の相談対応、不要な残薬の

廃棄による医療安全の確保、残薬対応の量や額

のデータ化による薬剤師職能の見える化など）

は、これまで理解され難かった薬剤師業務内容

やその意義について、わかりやすく発信するこ

とができるとともに、服用アドヒアランスの向

上にも繋がるといえることから、かかりつけ薬

剤師・薬局業務の定着に向けて、重要な取組み

の一つになるといえる。 

残薬業務を適切に実施することで、医療保険

財政にも大きく寄与し、さらに、薬物療法の適

正使用推進にも関係するといえる。これから本

格的に残薬業務に取り組もうとする薬剤師は、

残薬整理を中心とした物から見た薬剤師業務

ではなく、「この患者の残薬の原因は何か、残

薬を減らすように患者の環境等をどうすれば

よいか」などに主眼をおいた実施しなければな

らない。そして、その対応において、患者本人

や医療関係者、さらに地域医療チーム内からの

相談内容等を踏まえ、どのような情報を共有す

るようにすべきか、得られたデータをどのよう

に生かしていくべきか、成果や課題について論

文等でデータの公表・構築に努めていく等の戦

略を、地区薬剤師会や他職種の医療関係者、ア

カデミア等と共に連携して着手することを心

掛け、着実に実施していかなければならない。 
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